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要旨：著者らはこれまで，発熱デバイスを利用した自己修復コンクリートを提案し，その開発に取り組んで

きた。本研究では，提案する自己修復機能による性能回復を評価することを目的として，水密性と力学特性

に着目し，実験による基礎的な検討を行った。その結果，自己修復機能が発現した供試体については，補修

が行われなかった供試体と比較して，水密性，最大引張荷重，剛性ともに回復する傾向が見られた。また，

ひび割れ幅が過大に進展した場合には，自己修復機能の発現が困難となり，ひび割れ幅の進展を抑制するこ

とが機能発現のために有効であることと確認された。 
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1. はじめに 

著者らはこれまで，コンクリート構造物の長寿命化を

目的として，発熱デバイスを利用した自己修復コンクリ

ートを提案し，その開発に取り組んできた。コンクリー

トのひび割れ発生箇所を選択的に加熱することのでき

る発熱デバイス（自己診断材料）と，補修剤を内包する

熱可塑性の材料で構成されたパイプを，熱伝導率の大き

い銅板等により連結し，ユニットとして一体化したもの

（以下，連結材ユニットと呼ぶ）をコンクリート中に埋

設し，自己修復機能を発現させるものである。図－１に

示す概念図のように，母材であるコンクリートにひび割

れが発生した場合，その周囲で発熱デバイスの電気抵抗

が上昇する。この抵抗上昇は保持されるため，必要に応

じて発熱デバイスに電圧を印加すれば，このひび割れ部

分の選択的な加熱が可能となり，これと並行して埋設さ

れたパイプを融解させて，補修剤がひび割れ中に放出さ

れる。これらの一連の動作により，人間の手による直接

の補修作業を必要としない，自己修復が可能になるもの

と考えられる。 

これまでの検討により，ひび割れ周囲での抵抗上昇と，

それに伴う選択的な発熱 1)，プリプレグ節を利用しての

ひび割れ幅と発熱増加量の関係の把握 2)，熱伝導解析に

よる各要素に必要な熱特性や，コンクリート内部での配

置計画 3)，効率的な熱伝導と速やかな機能発現のための

連結材ユニットの開発 4)等，自己修復機能のコンセプト

と手法の有効性を確認してきた。 

ここでは，自己修復機能による性能回復を評価するこ

とを目的として，水密性と力学特性とに着目し，実験に

よる検討を行う。 

 

2. 連結材ユニットを利用した自己修復コンクリート 

ここでは，連結材ユニットを利用してコンクリートへ

自己修復機能を付与することを提案している。この連結

材ユニットとは，図－２に示す概念図のように，発熱デ

バイスとなる自己診断材料と補修剤保護パイプを，熱伝

導率の大きい連結材で接続して一体としたものである。

これまでの検討 3)から，コンクリートは必ずしも熱伝導

に有利な材料ではなく，コンクリートそのものを媒介と
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して自己診断材料から補修剤保護パイプへと熱を伝え

る場合は，保護パイプの融解に十分な温度を確保するこ

とが困難となったり，この温度を確保するためには診断

材料自体を数百度まで発熱させる必要があるなどの問

題が確認されている。ここでは連結材として銅板を利用

した連結材ユニットを用いることで，これらの問題点の

解決を図っている。 

図－３に使用した連結材ユニットを示す。連結材ユニ

ットに使用される発熱デバイスには，モルタルとの付着

を切るために表面にフィルム巻きの処理を施している。

連結材には厚さ 1mm の銅板を使用した。補修剤保護パ

イプには，発熱デバイスや連結材との意図しない導電パ

スを形成しないよう，樹脂製パイプを基材としてこの表

面に EVA フィルム（融点 89℃）を巻きつけたものを使

用した。 

 

3. 実験概要 

上述の連結材ユニットを埋設した供試体の形状を図

－４に示す。この供試体のマトリクスには，脆性的な破

壊を抑止し，ひび割れ幅の制御を可能とするために，表

－１に示す調合の繊維補強モルタルを採用した。また，

引張載荷試験を行うため，両端にはねじ鉄筋を埋設して

おり，この際にひび割れの生じる位置を限定できるよう，

中央には切り欠きを設けている。載荷試験時には，この

切り欠きの両端部にクリップゲージを取り付け，ひび割

れ開口部におけるひび割れ幅（Crack Mouth Opening 

Displacement，以下 CMOD）を計測した。 

図－５に実験の手順を示す。このように，①作製した

供試体に対して通電試験を行い，サーモグラフィ観察に

よって自己診断材料が一様に発熱していることを確認

し，②供試体に対してひび割れを導入，その周囲で自己

診断材料の抵抗を選択的に上昇させるための引張載荷

試験を行い，その後，③再度に自己診断材料に対して通

電，ひび割れの発生によって選択的な抵抗上昇が生じる

ことを確認する。このとき，補修剤保護パイプには低粘

度１液型エポキシ接着剤を供給，ひび割れへの浸透を確

認する。載荷試験後の通電を終えた供試体は，実験室内

に静置して補修剤の養生期間とし，④図－６に示す方法

図－４ 供試体の形状 
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表－１ 調合 

W/B 45％ 

SP/B  0.9％ 

SF/B 15％ 

S/B  45% 

Vf 0.5vol% 

※ ここで、B：結合材（C＋SF）、C：
普通ポルトランドセメント、SF：シ
リカフューム、SP：高性能減水剤、
S：５号珪砂、Vf：ポリエチレン短
繊維（長さ 6mm）の混入体積比 
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図－５ 実験の手順 
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により透水試験を行い，単位時間当たりの透過水量を測

定し，水密性の回復を確認し，⑤更にその後，再び引張

載荷試験を行い，引張強度の回復を確認した。また，実

験条件に準拠する形で３次元熱伝導解析を行い，ひび割

れ前後の発熱が，補修剤保護パイプの選択的な融解とな

っていることを確認した。この３次元熱伝導解析には

MSC. Marcを用い，１分間を１ステップとして通電開始

から 30分までの解析を行った。 

 

4. 実験結果 

4.1 選択加熱によるひび割れへの補修剤の供給 

図－７(a)には，引張載荷試験に先立って，発熱デバイ

ス（抵抗 418Ω）に対して通電（50V，20 分間）を行っ

た際の温度分布の一例を示す。この図は，通電開始から

20分後の温度分布であり，概ね一様な発熱が確認される。

また，これと同じ条件による熱伝導解析の結果を図－７

(b)に示す。この解析結果からは，モデル表面での最高温

度は 35℃，パイプ位置での最高温度は 38℃であった。

実験と解析の両者の結果を比較して，最高温度や温度の

分布範囲などは概ね一致していると考えられることか

ら，この通電の段階では，補修剤保護パイプの温度上昇

は約 40℃程度と考えられ，表面フィルムは融解していな

いものと判断できる。 

図－８に引張載荷試験時の CMOD と荷重および発熱

デバイスの抵抗変化率の一例を示す。これらの図からは，

載荷によって生じたひび割れ幅が増大するのに伴って，

発熱デバイスの抵抗値が上昇していることが確認でき

る。この載荷試験では，ひび割れが生じる節間において

抵抗値を２倍に上昇させるために，全体での抵抗が 25%

程度増大させることを目安にひび割れ幅の制御を行っ

(a) 実験 (b) 解析 

(a) 実験 (b) 解析 

図－９ ひび割れ発生後の供試体表面の温度分布 

図－７ ひび割れ発生前の供試体表面の温度分布 
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図－８ CMODと荷重および抵抗上昇率の関係 
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た。また，載荷試験後は，ひび割れ幅を一定に保つため

に，供試体の周囲を鋼製のアングルで固定した。 

図－９(a)は，同じ供試体に対して引張載荷試験を行っ

た後に通電（120V，20分間）を行った際の，サーモグラ

フィ観察によって得られた供試体表面における温度分

布である。ここでは，抵抗上昇分に応じて印加する電圧

も増大させている。この図から明らかなように，ひび割

れの生じている節間において，選択的に発熱量が増大し

ていることが確認できる。図に示した供試体の場合，通

電開始から約 26 分を経過したところで，パイプ内部に

供給された補修剤のひび割れへの流出が確認された。こ

れと同じ条件による熱伝導解析の結果を図－９(b)に示

す。この解析結果における，モデル表面での最高温度は

100℃であり，温度分布の形状や広がり方も含めて概ね

実験結果と対応しているものと考えることができる。通

電開始から 10 分後にはパイプ位置において 90℃に到達

し，補修剤保護パイプを融解させるものと考えられる。

このことは約 26 分後にひび割れからの補修剤の流出が

確認された実験結果とは対応しないが，使用した補修剤

の粘度と注入圧力，ひび割れ幅と時間との関係によって

補修剤の浸透範囲が決定されることから，パイプの融解

と供試体表面での流出の確認に時間差が生じたものと

考えられる。また，このようなひび割れの発生に伴う抵

抗の上昇と発熱量の増大は，作製した全ての供試体 16

体で確認された。 

4.2 自己修復による水密性の回復 

引張載荷試験によりひび割れを生じさせた供試体は，

補修剤が硬化するまで実験室内に静置した後，図－６に

示す方法で透水試験を行った。図－10は，供試体に生じ

た最大ひび割れ幅と単位時間当たりの透水量の関係で

ある。ひび割れを透過する水量はひび割れ幅の４乗に比

例する 5)とされているため，後述する平均ひび割れ幅で

はなく，透水量に影響の大きい最大ひび割れ幅を採用し

ている。また，この図中には最大ひび割れ幅の４乗に比

例する回帰曲線を示している。この図からは，自己修復

による補修の行われた供試体（図中の「補修あり」）で

は，最大ひび割れ幅が 0.4mm以下の場合は補修が行われ

なかった供試体（図中の「補修なし」）との明確な差は

確認できないものの，最大ひび割れ幅が 0.6mm以上の供

試体では，単位時間当たりの透水量を小さくできること

が確認できる。 

これは，使用した補修剤の種類の他，ひび割れへの浸

透状況によるものと考えられる。すなわち，補修剤のひ

び割れへ内部への浸透は，補修剤の粘度，注入圧力の逆

数，ひび割れ幅に比例する 6)ため，比較的ひび割れ幅の

大きくなった供試体では補修剤によってひび割れ内部

を充填することが容易になったためだと考えられる。こ

の実験結果の範囲では，水密性を自己修復機能により回

復させるためには，対象とすべきひび割れ幅毎に，適切

な補修剤の選択や供給方法等の条件を設定する必要が

あるものと考えられる。 

4.3 自己修復による強度の回復 

透水試験を終えた後，再び引張載荷試験を行った。こ

こでは，このときに得られた最大荷重を，１回目の載荷

試験時に得られた最大荷重で除して比を求め，この比を

強度回復率と定義する。また，供試体の剛性を図－11に

示すような載荷試験の際の荷重と載荷点変位のグラフ

の傾きとして定義し，強度回復率と同様に再載荷の際の

剛性を初回載荷時の剛性で除して得られる比を，剛性回

復率として定義する。図－11は提案する自己修復機能に

よってひび割れへ補修剤が供給された供試体の，図－12

はひび割れへの補修剤の供給が見られなかった供試体

についての荷重と載荷点変位の関係である。通常，ひび

割れに対して補修剤が供給されない場合には，再載荷時

の最大荷重，剛性ともに，初回載荷時の値を上回ること

はない。 

図－13 および図－14 は，供試体表面で観察された平

均ひび割れ幅と，強度回復率および剛性回復率の関係を

示したグラフである。ここで，平均ひび割れ幅とは供試

体の切り欠き位置に生じたひび割れについて複数個所

でひび割れ幅を計測し，その平均を取ったものである。

そのため，前述の最大ひび割れ幅とは異なる値となって

おり，供試体全体に生じた変位に近いものと考えられる。

これらの図からは，強度と剛性いずれの場合も平均ひび

割れ幅の増大に伴って回復率が減少する傾向が見られ

る。また，平均ひび割れ幅が 0.3mmを超えて進展した場

合には，提案する自己修復が機能しないことが確認でき

る。この原因としては，連結材と自己診断材料および補

修剤保護パイプとの一体化が損なわれた点が挙げられ

る。これらが互いに密着できなくなることによって，自
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己診断材料で生じた発熱を補修剤パイプまで効率的に

伝えられなくなり，パイプ表面のフィルム融点まで加熱

することが困難となったものと考えられる。このことか

ら，提案する自己修復機能を有効に活用するためにはひ

び割れ幅の制御が必要であり，ここで母材に採用した繊

維補強モルタルのように，過大なひび割れ幅の進展を抑

制する処置が必要なものと考えられる。 

ひび割れへの補修剤の放出が見られた供試体９体の

強度回復率は約 75～190%となり，２回目の載荷試験時

に得られた最大荷重が，１回目の最大荷重よりも大きい

場合が９体中６体で見られた。また，剛性回復率につい

ても同様の傾向が見られ，９体中５体で再載荷時の剛性

が初回載荷時の剛性を上回った。ただし，回復率と平均

ひび割れ幅との相関は確認できなかった。この一方で，

補修剤の放出が見られなかった供試体については，強度

回復率が約 60～85%と，２回目の最大荷重が１回目の最

大荷重を上回ることはなかった。また，剛性回復率につ

いても同様の傾向であり，約 20～100%と再載荷時の剛

性が初回載荷時の剛性よりも小さくなり，この傾向は平

均ひび割れ幅の増大に伴ってより顕著となった。 

図－15 は供試体の表面に生じたひび割れの写真であ

る。図－15(a)および(b)は，ひび割れへの補修剤の放出

が確認された供試体，図－15(c)および(d)は連結材ユニ

ットを埋設せず，従ってひび割れへの補修剤の供給が行

われていない供試体である。また，図－15(a)および(c)

は初回載荷試験終了後，図－15(b)および(d)は２回目の

載荷試験を終えた後のひび割れの状態である。これらの

ひび割れ形状を比較すると，ひび割れへの補修剤の放出

が見られた供試体については，２回目の載荷試験時には，

初回試験時に生じたひび割れとは別の，新たなひび割れ

が生じていることが確認できる。すなわち，ひび割れへ

の補修剤の放出・充填によって，供試体の引張強度を回

復させることが可能であったものと考えられる。その一

方で自己修復の行われなかった供試体については，初回
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図－12 補修の行われなかった供試体の載荷点
変位と荷重の関係の一例 

図－11 補修の行われた供試体の載荷点変位と
荷重の関係の一例 
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載荷時に生じたひび割れが２回目載荷試験時に拡大す

るのみで，新たなひび割れの発生を確認することはでき

なかった。 

 

5. まとめ 

ここでは，連結材ユニットを利用した自己修復コンク

リートについて，水密性と力学特性の回復評価に関する

検討を行った。連結材ユニットによるひび割れ周囲への

選択的な加熱により，16体中 9体の供試体でひび割れへ

の補修剤の放出が確認された。このとき，ひび割れ幅が

過大に進展した場合に自己修復機能の発現が困難とな

るため，ひび割れ幅の進展を抑制することが有効である

ものと確認された。補修完了後の透水試験の結果からは，

ひび割れ幅が大きい場合に水密性の回復が確認できた。

また，初回と２回目の載荷試験結果の比較からは，ひび

割れに補修剤が充填された供試体で最大引張強度およ

び載荷試験時の剛性の回復が可能であることが確認さ

れた。今後は，発熱に伴う温度ひずみや温度応力が及ぼ

す影響や，連結材ユニットのネットワーク化を含めた配

置方法などの検討を行い，自己修復機能をより確実に発

現させるための検討を行う必要があると考えられる。 
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(a)１回目載荷後 

新たに生じたひび割れ

(c)１回目載荷後 (d)２回目載荷後 (補修なし) 

図－15 供試体表面のひび割れ 

(b)２回目載荷後 (補修あり) 
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